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はじめに
　学生時代「債権」について学んだとき、その概念と「債権」という言葉の間に何とも言えな
い違和感を感じたものである。物権であれば、物に対する権利であることから、その性質を違
和感なく論じることもできようが、「債権」の「債」は、「債権」の性質として語られる事柄と
直接には結び付かない。そもそも「債」とは何かについてもよく分からなかったのであるから
当然の事ではあるものの、その後、辞書でその意味を知ってからも、違和感を払拭することは
出来なかった。ささやかな検討を経た現在でも、その違和感は完全には払拭できていないのだ
が、それは、フランス語において導入された概念を日本語に訳する際に生じたものであること
は確認することができた。いわば、語の元々の意味とその適用範囲とのズレの問題が、外国の
言葉の翻訳という事情と時間の経過にともなって増幅されたことによって生み出された違和感
だったのである。
　もっとも、本稿のような考察はいわゆる法の解釈にとっては何の役にもたたないよ、という
声が聞こえそうではある。しかし、私のような素朴な疑問を抱く学生もいるだろうと考え（と
いうより大学で長年民法を教えてきた先生方にも、「債権」が何故「債権」と呼ばれる様になっ
たかを正確に説明できる人はいないかも知れない、という思いもあって）、「債権」という言葉
が民法典に採用されていく過程を追っていくこととした。
　ところで、「債権」という言葉は、フランス語の翻訳として造語された言葉である。したがっ
て、本来は、フランス語で「債権」にあたる語がどのように形成されてきたかも知る必要があ
る。また、その考察の方が重要でもあろう。しかし、ここでは、日本語の「債権」の成立過程
をたどることとし、フランスにおける同概念の成立過程については今後の課題としたい。
　なお、「債権」という言葉が（明治）民法典に採用された経緯について触れている論文として、福島
正夫「明治民法典における損害賠償規定の形成」『損害賠償の研究上巻』がある。この論文は後に『福
島正夫著作集第四巻民法（土地・登記）』に再録されており、引用はこれによるが、その184頁以下に
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おいて、その経緯について次のように説明されている。
　まず、法典調査会の発足に際して穂積、富井、梅によって提出された法典調査会規程（案）では、民
法の第三編は「人権」とされており、「債権」ではなかった。その後提出された甲号一号議案にあたる
明治26年５月25日配布の目次案でも、「人権」であった。「債権」はこの段階では出てこない。
　しかし、この「人権」という言葉に対しては、反対意見が出たという。この事情について、福島論文では、
穂積文書に含まれている穂積メモを引用しているので、これをそのまま挙げておきたい（186頁）。
（朱書）
債権
一　主査会、総会共ニ議論アリ、起草者モ不完ヲ認ム
イ　債ムトスル説。ロ　債権トスル説。ハ　物権ノ方ヲ改ムル説　竟ニ先熟考ニ決ス
　議事録では物権の方を改める説は出ていないが、起草委員の間で出た説かもしれない、と論文では
されている。
　その後、最終的には、第三編の審議に際して、「人権」を「債権」と修正することと決したが、その
点についても、穂積メモとして福島論文で「本條ノ理由」として引用されている資料を掲げたい。
イ　人権ノ字当ラサルコト（人ノ権ニアラス、対人ナリ、対人ナレハ物権モ然リ）
ロ　用イ難キコト（人権ヲ譲渡ス、人権ヲ抛棄スル、人権消滅等々故ニ一回モ用ヒス、故ニ法典ノ上
ニモ存スルコト表題ノ只一ツノミナルニ至ラン）
ハ　債ノ字当レルコト（債ノ字ハ負財ニモ促責ニモ適ス ― ― ― オブリガシオンノ沿革ニ当リ、フォー
デルング）
ニ　既ニ用ヒ来リシコト
　以上が福島論文で触れられている資料による「債権」という言葉の採用経過である。
　穂積メモで解りにくいのは、「「債」ノ字当レルコト」（この内「フォーデルング」についてはザクセ
ン民法典第三編の表題である「要求の権利Das Recht der Forderungen」であることが福島論文
でも指摘されている）という部分と、「既ニ用ヒ来リシコト」という部分である。本当に「債」の字は
あたっているのであろうか。また、これまで使われてきたのは、どういった理由からであったろうか。
以下では、後者の問いをたどりながら、前者の問いにも答えることとしたい。
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１．前史　cr 丸 ancier≡債主
　「債権」とは、フランス語droit de cr 姦 anceの訳語である。しかし、この言葉は、フランス民
法典には存在しない。cr 姦 ancierという用語は採用されている。そのため、フランス民法典を日
本語に翻訳するに際して、このcr 姦 ancierに訳語をあてる必要が生じた。そして、その訳語の採
用が「債権」という翻訳語が成立する前史を形成する。
　日本においてフランス民法典を全訳した最初の人物は箕作麟祥であった。箕作は、明治六年
に、『仏蘭西法律書』と題された翻訳書を出版している。その例言では、
一此書余嘗て文部省に在るの日繙譯する所に係る故に民法刑法の二者は既に同省に於て之を梓に上す
然れとも當時專ら刊行を促かすの急なるを以て全部の譯了を待たす従て譯すれは依て刻し巻中の異同
謬脱今に在て之を思ふに釋然懷に憾なき能はす加ふるに装釘の體裁既刊の舊様に依る時は巻帙浩瀚凡
そ四十有餘冊に充ち翻閲携帯共に其便を得す因て今者正院に於て之を活刷し合釘以て二冊と為して其
異同謬脱は更に之か校訂を加へ力めて其當を得るを期す
とされている。
　つまり、箕作が文部省にいたときに翻訳を始め、民法典についてはすでに翻訳が成っていた
という。その後、これをさらに校訂し、活版で印刷し二冊本とした、と言う。
　この時翻訳したフランス民法典は、現在では両者ともインターネットで公開されている。こ
れによると、両者とも、cr 姦 ancierの訳語は、「債主」であった（ただし、「義務ヲ得可キ者」と
いう訳語もある）。つまり、箕作は、cr 姦 ancierに「債主」の意味を読みとったわけである。問
題は、「債主」にそのような意味があるかどうかであるが、「債主」の意味を考える前に、まず、
「債主」という言葉が当時どのように使われていたか見てみたい。
　国立国会図書館が開設しているホームページには、明治初期の法令索引があり、「債主」とい
う言葉を検索することができる。それによると、次の13個が挙げられている。
１．府県負債主ヨリ開申ノ証書写ニ受付月日ヲ朱記セシム　明治４年12月24日　大蔵省
２．身代限財産中質入書入ノ地所ハ糴売代価ノ内ニテ元利金引去置債主出願次第下付　明治８年
４月10日　太政官第53号布告
３．書入地々券ヲ債主ニ交付スルハ協議ニ任ス　明治８年４月29日　〔太政官〕達
４．小野組ヘ対スル債主申出期限　明治８年４月30日　大蔵省甲第14号布達
５．小野組ニ対スル債主ノ有無届出期限　明治８年４月30日　大蔵省達
６．質入書入地結約満期ニ至リ地主失踪死亡保証人ナシト雖モ証書面成規ニ触レサレハ債主ノ所
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有トス　明治８年６月17日　〔太政官〕達
７．小野組貸金負債主管轄庁ヘ引送手続書　明治８年12月５日　大蔵省達
８．借地ニ在ル建物ヲ書入質トナス時ハ債主該地主ナレハ其事由ヲ証書中ニ記載　明治９年４月
19日　太政官達
９．新旧並秩禄公債証書表中譲渡売買届ノ外ヲ廃シ債主簿並合計表雛形ヲ定ム　明治10年３月19
日　大蔵省乙第11号達
10．金禄公債証書債主簿ハ差出ニ及ハス　明治10年11月26日　大蔵省乙第38号達
11．諸貸下金負債主全戸逃亡三十六箇月後未納金勘定帳処分方　明治11年11月22日　大蔵省乙第
61号達
12．金禄公債証書債主ヘ交付済ノ金券調帳還納　明治12年２月20日　大蔵省達
13．小野組閉店以前取引セシ債主中当今ニ至リ出訴スル者取扱方　明治15年９月５日　司法省丁
第47号達
　この内、1,と7,と11,は、「負債主」と考えられるので、法令名の索引からは、明治八年の身代
限りとの関係で出てくる明治八年の法令が最初ということになる（ただし、この索引は条文の
中で出てくる全文を検索してはいないので、それ以前に使われてないとは言えないことに注意）。
つまり、箕作の翻訳以後のことになる。特に、「新旧並秩禄公債証書」「金禄公債証書」の所有
者を意味することが興味深いが、この時代になると、「債」には、ニュアンスとして、定期金、
もしくは利子生み資本の意味がありそうであり、また、これを買い受けることは投資の意味を
有するように思われる。それはそれとして、ついで、漢字の「債」の意味をみてみよう。
貝塚茂樹、藤野岩友、小野忍『角川漢和中辞典』78頁
【債】　サイ　かり
解字　会意。責セキの転音が音を表し、意符人を加えて、主として金銭の受け渡し関係に用いる。
字義　［１］かり。借金。［２］かし。貸した金銭。［３］果さなければならないこと。かけ。
　つまり、「債」とは、金銭の貸借のことを意味し、特にその貸し借りされた「金銭」のことを
指す。また、「果たさなければならないこと」の意味もあり、「責」から引き継がれた意味だと
いう。「責」もまた同じ辞典から引いておきたい（1038頁　アンダーラインは高橋）。
【責】セキ　せめる　シャク　サイ
解字　形声［文字略］が古い字形で、意符貝と音符朿からなり朿の転音が音を表す。朿の音は数えて
求める意の語原（数）からきている。つまり、責は請求する金銭（貝）の意で、債の原字。また、せ
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める、とがめるを意味し、転じて他人に対するつとめの意になった。
　このように見ていくと、「債」に「求める」の意味があることは了解できよう。しかし、箕作
は、「求める」という意味で「債」を用いたとは考えにくい。というのは、cr 姦 ancierそのもの
には、「求める」という意味はないからである。
　箕作がcr 姦 ancierに「債主」の訳語を当てたのは、むしろ「金銭」の貸し借りから得たニュア
ンスによるものではなかったかと考えられる。「債」の字については、より大きな辞典である諸
橋轍次『大漢和辞典巻一』909頁からも引いておきたい。
【債】サイ、セ　一、かり。おひめ。二、かりる。三、かけ。かし。四、或は責に作る。
解字　會意形聲。人と責との合字。責は又聲。責は求める、又、求められることを意味し、従って、債
は人に求めるもの、又は人から求められるもの、即ち貸したもの、又は借りたものを意味する。古、責
に作る。
債主　かしぬし。債権者。債家。〔後漢書、陳重傳〕債主日至、詭求不已。（以下略）
　ここでは、「債主」の用例として後漢書、陳重傳も引かれているので、既に中国では「債主」
という単語で、お金の貸し主を表す言葉を意味していたことは確かであり、これを訳語として
用いたと考えられる。
　もっとも、この時代、「債主」という言い方はあまり一般的ではなかった可能性もある。むしろ、
「金主」という言い方が一般的であったように思われるからである。「債」が貸し借りの金銭を意味
しているとすれば、「債主」とは、「金主」と同じ意味である。「債主」という言葉が法令で用いら
れることもあったことは先に触れたが、むしろ「金主」という言葉の方がわかりやすい。法令検索
ではあまり引っかからなかったが、有名な「地所質入書入規則」明治６年１月17日　太政官第18号
 （布） では、その第一条で、次の様に読んでいるからである。（括弧内は割り注）
　第一条　金穀ノ借主［地主］ヨリ返済スヘキ証拠トシテ貸主［金主］ニ地所ト証文トヲ渡シ貸主其
作徳米ヲ以テ貸高ノ利息ニ充候ヲ地所ノ質入ト云フ
　つまり、借主の「地主」に対して、貸主の「金主」が対応することになる。「地主」は、現在
でも使われている言葉であるが、「金主」を使うことはまず無い。質入をおこなった借主は元々
その土地の所有者であり、地主という言葉は、現在の用語で言えば土地の所有者のことである。
法律用語としては、現在ではこちらを使うことになる。これに対し、「金主」という言葉は、金
銭の貸主というより、貸した金の所有者という意味を有する。法律上厳密な意味は、現在では
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単なる債権者でしかなく、金銭の所有権はすでに失っているとされるのであるが、金銭の元々
の「主」という意味で使ってきたと考えられる。したがって、「ジヌシ」という読みに対応し、
その読みは、あるいは「キンシュ」ではなく「カネヌシ」かもしれない。いずれにせよ、地方
の文書でも、「金主」という言い方はよく出てくるといわれている。それは、この用語に即物的
な意味があるからではなかろうか。そして、その即物性を排除したところに今日の法律用語が
あるのかもしれない。
　なお、「債」の訓読みとして、「はたる」がある。『日本国語大辞典』第十六巻二七五頁から引
いておきたい。
はた・る　【徴・債】　［他ラ　四］強く求める。請求する。催促する。また、とりたてる。徴集する。
２．droit de cr 丸 ance≡債主権
　cr 姦 ancierが「債主」と訳されたことを前提として、droit de cr 姦 anceが「債主権」と訳され
ることになる。翻訳者は、先の「債主」の訳語から見て、箕作麟祥であろう。他方、その元と
なったフランス語droit de cr 姦 anceを法令用語として提案したのは、ボアソナードであった。
　ボアソナードがこの言葉を自身の法体系で用い始めたきっかけについてはまだ解らないこと
が多いが、わが国の民法典についてその全体像を初めて提案した文書には、この言葉が使われ
ているようである。ようである、というのは、そのフランス語原文は残っていないからである
が、明治12年の５月頃に行われた、ボアソナードによる民法草案目録の最初の説明では、「債主
権」とされた翻訳が提示されている。具体的には、その資料である法務図書館所蔵による『民
法草案ニ付ボアソナード氏意見書説明筆記』分類番号（XB300 B2 7a）（XB300 B2 7b）では、
「民法草案目録」が提示され、そこに「第二編物権及人権」「第二部」「第一巻法律上ノ債主権及
義務」「第二巻自然ノ債主権及自然ノ義務」と記載されており、これがおそらく最初のものであっ
たと考えられる。
　興味深いのは、この第二編の表題は「物権及人権」であり、そこでは「債主権」という言葉
は挙げられていないこと、その第二部の表題は空欄で、その細目次である「第一巻」と「第二
巻」にのみ「債主権」という訳語が見え、その内容は「債主権」と「義務」とが「及」でまと
まって出てくること、「第一巻」「第二巻」の内容についてはそれ以上全く触れられていないこ
と、などである。また、この目録の第三編は、「物権及人権ヲ得ル方法」であるが、その第五巻
に「約束無ク生スル債主権及義務」という表記がされており、他に目録に「債主権」という言
葉は見あたらない。
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　ボアソナードは、その後、仏文の民法草案を作成していくが、その体系（構成）は、物r 姦 el
と人personelとの対比で構成され、そこにcr 姦 anceとobligationとが絡んでくることとなる。
　なお、明治12年５月８日の説明では（『民法草案ニ付ボアソナード氏意見書説明筆記』第二綴
より）、最初の目次の表題ではなく、「第二編　対物権及ヒ対人権ノ事」と訳されていたことも
興味深い。フランス語の原語は、droit r 姦 elとdroit personelと考えられるが、その訳語として
「対」付きの訳語が採用されているのは、この時だけだったと考えられるからである。ちなみに、
droit r 姦 elは本来は「物的な」権利となるはずで、「対」物権と訳すのはその意味を考えた訳（意
訳）といえる。権利の内容が「物的」なのではなく、物に「対する」ということである。もっ
とも、ボアソナードは、フランス語では、droit sur la choseの意味であり、人に対するの方は、
droit contre une personneであると説明してる（Projet 初版第三巻P.２）。したがって、「物の上
の」権利というのが物権の意味であり、「人に対する」権利というのが、人権の意味ということ
になる。両者を「対物権」「対人権」と訳すのは両者を対として対比したいからであり、droit 
r 姦 elの訳語が「対人権」に引きずられたからなのかも知れない。（なお、物権を「物上権」とす
る表現は後々まで残ることになる）
　ボアソナードが、第二編の表題としてBienを採用し、「対物権」「対人権」という訳語が編の
表題から無くなるのは、この次の草案説明のときである５月15日（同じ木曜日）のことである。こ
の一週間で、財産とは権利であり、財産の分類と物件の分類とを第二編の前置条項に配置し、
次いで第一部と第二部が配されることになる。
　さて、「債主権」と訳された原語はフランス語のdroit de cr 姦 anceであった。しかし、この訳
も、直訳ではない。cr 姦 anceは、現在ではそれだけで債権と訳されるが、すでに旧民法典の債
権担保編のフランス語訳でもcr 姦 anceだけで権利の意味を含んだように表示されていた。つま
り、cr 姦 anceそのものが権利として扱われている、という意味でdroit de cr 姦 anceと表記されて
いるわけである。そのcr 姦 anceは、もともと動詞のcroireからくるとされる。つまり、信じるか
らくる。さらに、cr 姦 ancierは、このcr 姦 anceに由来するとされるので、信じる、信頼・信用、
信頼者・信用者、というのがもともとの意味と言うことになる。
　ボアソナードもこのことを、その注釈で解いている（Projet Tome 2 , no.３）。つまり、ボア
ソナードは、権利を有する人（le cr 姦 ancier）が、ある人（le d 姦 biteur）を信じる、信用するこ
とを表しているのが、cr 姦 anceと説明し、本来この信用という言葉は、cr 姦 ancierに担保を提供
することを言う場合に使われるが、ここでは、より広い場合にこの言葉を用いている、として
いる。例えば、不法行為によって生じた損害賠償についても、cr 姦 anceという言葉を使うと述
べ、その時は、le cr 姦 ancierはle d 姦 biteurを信じたと言うことはできない、それが出来るのは、
合意や契約の場合だけだが、その場合だけでなく、一般的にcr 姦 anceという言葉を使うとして
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いる。
　フランス語としては、このcr 姦 anceそのものが権利である、という意味でdroit de cr 姦 anceと
いう法律用語が用いられたと見ることが出来よう。そして、日本語としては、これを、例えば
「信用権」とか「信頼権」というように直訳することはなされなかった。「債主権」という訳語
は、仏文の民法草案としては、初版、再閲系の第二版にわたって、その訳語として使われてお
り、明治19年の４月（形の上では３月）に提出された民法草案修正文において「債権」と訳さ
れるにいたっている。「債主権」から「債権」への訳し変えの理由は解っていないが、そもそも、
droit de cr 姦 anceには「主」の意味は無かったことから、「債権」とされたのではなかろうか。
３．droit personnel≡人権、droit de cr 丸 ance≡債権、obligation≡義務
　ボアソナードがdroit de cr 姦 anceという法律用語を導入した際、同時にdroit personnelと
obligationとを用いていることは注目すべきことである。というより、ボアソナードは、ここで
の概念をdroit personnelとobligationとの対概念でとらえようとし、このうち、droit personnel
と同義語であるとしてdroit de cr 姦 anceを説明している。したがって、droit de cr 姦 anceを債権と
訳し、その言葉がわが国に定着していった過程を探る本稿としては、droit personnel、droit de 
cr 姦 ance、obligationsといった三つの概念について、ボアソナードがどのように説明していった
のかを見る必要がある。
　まず、この三者の概念の関係であるが、プロジェ第二巻は、民法草案第二編財産の第二部に、こ
の三者の表題を与えている。つまり、
　［1］　Des droits personels
　　　　　　　ou
　［2］　(droits) de cr 姦 ance
　　　　　　　et
　［3］　des obligations en g 姦 n姦 ral
と題したわけである。
　このうち、［１］は、人権と訳され、その意味としては、対人権と説明されており、対比され
ているのは、物権droit r 姦 elである。［２］は、直訳すると、信じること、確信、信用、信仰、
の権利ということであり、権利の中身がそういうものを示している。最後に、［３］は、義務一
般と訳されており、［１］［２］は権利から、［３］は義務からとらえられていることになる。et
は、英語でいえばandであり、本来前語に対して更に別のことを並列的ないし付加的に付け足
す場合に用いるものであり、ouは英語のorにあたり、「即」と訳されたりしているが、言い換え
ととらえることができる。ボアソナードも「人権に同義語でcr 姦 anceの名を与えた」と説明して
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いる。
　実は、ボアソナードは、その最初の論稿とされているTABLEAU SYNOPTIQUE DU DROIT 
ROMAIN(1854)において、有体物と無体物とを区別し、その無体物を権利と言い換えた上で、
つぎのようにしている。
１．CHOSES CORPORELLES,
２．CHOSES INCORPORELLES OU DROITS. ( Deux sorties:
　１．DROITS R勧 ELS, (Six sortes:
　２．DROITS PERSONNELS ET OBLIGATIONS. ( Six sources:
　ここでは、
[1]　DROITS PERSONNELS 
ET 
[3]　OBLIGATIONS.
　となっており、[2]がないことになる。この表は、若かりし頃、フランスでのボアソナードに
よるローマ法概念の分類表であり、[1]と[3]とはetで繋がっており、やはり言い換えではなく並
列的ないし付加的に付け足すことを意味しているのであろう。droits personnelsとobligationsが、
ボアソナードにとってローマ法から受け継いだ概念であることが理解できる。
　他方、ボアソナードは、旧民法典草案はフランス民法典から絶えず着想を得ており、そのフ
ランス民法典は、ポティエのObligationsにしたがっており、そのポティエのObligationsは、ロー
マ法に主に基づいていたとし、ローマ法になおObligationsに関する現代のよりよい理論の主要
な名誉をさかのぼらせるべきである、としている。こちらの方は、プロジェ第二巻の修正第二
版緒言での記述である（1883）。ローマ法が、ポティエのObligationsとともに語られているこ
とが興味深いが、ここではObligationのみが触れられている。
　ボアソナードにとって、droits personnelsとobligationsとは対概念であった。このことは、草
案の条文として定式化されている。つまり、プロジェ第314条の第１項は、「Le droit personnel 
もしくはle droit de cr 姦 anceは、第３条で定義したごとくつねにune obligationと相関的である」
としている。その第３条は、Le droit personnelの定義を規定する中で、「法律が認める原因に
よって義務づけられている」とobliger（動詞）を使い、Le droit personnelとune obligationとの
相関性を示している。そして、第314条の第２項で、obligationを定義している。つまり、第３
条で権利の側から、第314条で義務の側から、同じ事態を規定しているわけである。
　問題は、そのobligationを旧民法典・草案では一貫して「義務」と訳し、表記ていることであ
る。（後記するように、明治民法典になると、これは「債務」とされる。）
　第３項では、「義務づけられる人は、d 姦 biteurとよばれ、l'obligationの利益を有する人は 
cr 姦 ancierとよばれる。」と規定された。この部分はいろいろと興味が尽きない。まず、問題は 
翻訳語「債権」の成立　― 高橋
― 53 ―
d 姦 biteurであるが、旧民法典では、その訳語は「債務者」とされている。また、「l'obligationの
利益を有する人」という規定の仕方も興味深い。
　まず、obligationが「義務」と訳されたことについて考えてみたい。
　obligationは、ラテン語のobligatioから来ており、 obligareに由来する。接頭語を除くと、フ
ランス語のligareで、ひも・綱で縛るの意味であり、ゆわえる、束ねるなどの意味になる。お
互いを縛り付けるという意味が原義であり、縛り付けられた関係をobligationと言うことになる。
つまり、権利に対する義務、として純粋に扱ってよい概念であるか、原義としては疑問が残る
ところであるが、ボアソナードはこれを権利側からはdroits personnels、義務側からはobligation
と読んだわけである。
　このような対の概念としてobligationを位置づけたとして、droits personnelsが人権と直訳す
る外ないのに対して、obligationは、単に「義務」と訳されることとなった。意訳すれば「対人
義務」といった訳語も考えられたのだろうが、その意味で用いられた「義務」という概念だっ
たのかもしれない。いずれにせよ、ラテン語のobligatioに由来するobligationに「債」の意味は
ない。
　他方、「義務づけられる人は、d 姦 biteurとよばれ」るとすれば、このフランス語の訳語として
は、「義務者」とされていもいいが、これは、最終的には「債務者」と訳されている。実は、
「債務」という概念は、obligationの訳語として出てきたわけではなく、dettesの訳語から生ま
れた様である。つまり、日本語としては「債権」に対する「債務」が対応するが、そのフラン
ス語としての対比としてはdroit de cr 姦 anceとdettesとが対比されたということになる。
　そのdettesは、debere(devoire)から生じた言葉で、箕作訳では、債、負債（明治16年には専
らこちら）と訳されている。obligationが一貫して義務と訳されたことに対して、dettesは旧民
法典では最後に「債務」という訳語があてられることになった。ちなみに、d 姦 biteurは、「義務
を行ふ可き者」と訳されたが、その後明治16年の改訂では、「負債者」と訳されている。先に見
た、「負債主」から来ていると思われるが、債務者と訳される様になるのは、明治一九年以後の
資料に挙げられて以降である。
４．人権編から債権編へ、債権・債務
　以上の考察から、プロジェにおいてボアソナードが提出した諸概念は、
droits personnels  obligations
droits de cr 姦 ance  dettes
　であり、それが旧民法典では最終的に
人権  義務
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債権  債務
　と訳されたことになる。
　この旧民法典での諸概念の訳語の確定以後、明治民法典での翻譯語「債権」の採用について
は、すでに引用した様に福島論文が資料を挙げて跡づけている。その中でも触れられている様
に、法典調査会では、明治民法典の目次案に対して、疑問が提起されていた。つまり、旧民法
典からの「人権」を第三編の表題として提案しながら、その提案にたいして疑問が出されたわ
けである。
　まず、主査会で、つぎのようなやり取りが為されている（商事法務版・近代資料叢書（13-1-
134下）学振版・一橋本（主査二ノ二六以下））。つまり、元田肇から人権という表題であるが、
「債務債務」となっているのはなぜか、という質問があった。富井が答え、起草委員の間でも議
論があり、「債務」と「債権」の対が考えられるが、表題は「人権」と「物権」の対が基調と
なっている。そこで、「債権」に対する何か、ということにするか、しかし、そうすると大事
（おおごと）になる。他方、「人権」を押し進めていくと、「人権の消滅」の様な表現が出てきて、
それでは議会が通らないだろう。そこで、Obligationを債務にして表題は人権のままとした、
と説明している。
　同様の議論は総会でも議論されている（12-4-55）（総会一ノ一〇〇）。つまり、総会において、
磯部四郎が、同様の疑問を呈している。総会では梅が答え、富井と同様に議会を気にしながら
表題は人権を使いながら、債権を意識した「債務」で中は通している、としている。
　このように、主査会での議論においても、総会の議論においても、表題が「人権」であるの
に、その中に入ると「債務」「債務」と続いている、という問いから疑問が出されているわけで
ある。実際、人権の効力ではなく、債務の効力、債務の体様、債務の消滅、と続くわけであり、
第三編の表題とはあわない。疑問は当然であり、我々が問うべきは、そもそもなぜ「債務」が
全面に出ることとなったのか、ということかもしれない。
　ここまでの考察から、この点で注目すべきは、旧民法典で採用されていた「義務」という訳
語がここではなくなっていることである。先に見た様に、人権の対概念は、訳語としては「義
務」であった。この「義務」という言葉は、訳語としてはなくなり、「債務」に統一された。つ
まり、人権に対する「義務」がまず用語としては消滅していたわけである。
　明治民法典は、第三編の条文を審議するに際して、「人権」の表題を廃棄し、「債権」を採用
すると共に、その対概念である「債務」を維持することとなる。あたかも、「債務」の採用が先
に決まり、それに引きずられるように「債権」が導入された、と見ることができる。
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ま と め
　債権という言葉が民法典の表題として採用されていく過程について大まかな検討を加えた。
つまり、ボアソナードによるdroit de cr 姦 anceの提案に端を発し、すでにcr 姦 ancierに「債主」と
いう訳語を採用していたことから、これを「債主権」と訳し、さらに、「債権」と訳し直された
ことになる。債権の債は、貸し借りされた金銭のことであり、もともとは求めるという意味も
有していたことから、明治民法典では全面的にこれを導入することとなったわけである。一見
すると、人権概念や義務概念がなくなり、債権・債務概念で表されるようになったと見ること
も出来るが、ボアソナードが提案していたdroit personnel概念がなくなったわけではない。こ
こでは、最後にその点を指摘しておくこととしたい。
　つまり、債権の定義において、「人権」概念は長く生き残っているのである。中田裕康は、こ
の種の定義を定義αとして次の様に定式化している。債権とは「ある特定の人が他の特定の人
に対してある特定の行為をすること（あるいはしないこと）を請求しうる権利」（中田『債権総
論』12頁）である、というのがそれである。この定義の特徴は、債権の定義でありながら、「対
人権」の定義となっている点である。つまり、債権は、物権との対比でとらえられ、それとの
対概念として定義されているわけである。
　もっとも、この債権に関する定義αに対しては批判がある。批判のポイントは、定義αは相
手方の行為を中心にした定義であり、行為の結果を考えていないというものである。そこでは
お金を貸すと、お金を返してもらうとともに、利息を手にすることができ、これが債権を有す
ることの意義ということになる。そこで、中田は、定義βとして「特定人（債権者）が特定の
義務者（債務者）をして一定の行為（給付）をなさしめ、その行為（給付）のもたらす結果な
いし利益を当該債務者に対する関係において適法に保持しうる権利」同13頁と定式化している。
　この両定義を検討している中田は、βを支持しているが、両者の違いを考えてみよう。
　定義αでは、「他の特定の人に対して」「請求しうる権利」とされており、定義βでは、「当該
債務者に対する関係において」「（結果・利益を）保持しうる権利」とされていることが一番の
違いである。つまり、定義αのポイントは、人に対する権利であり、その権利は請求に留まる
ことになる。他方、物に対する権利はこれとことなり、物を支配できる権利であり、人と物と
の峻別の上に立った定義であり、旧民法典の人権の系譜を有している。これに対し、定義βに
なると、この区別はあまり前面に出ないことになる。むしろ、権利としての同質性が全面に出
ることになるのではなかろうか。
　ボアソナードにあっては、物をどう見るか、人をどう見ているか、が重要であった。その意
味では、彼の人権概念は、その思想的立場を表しているように思われる。人権（droit personel）
に関わる人personは、信頼・信用cr 姦 anceで結びついているobligationという思想がそれである。
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　明治民法典の「債権」概念は、この点では、一見すると無思想的であるが、たとえば、穂積
陳重は、明治二三年発行の『法典論』（第三章）において「債權編」の原語としてObligationenrecht
と引用していることが興味深い。穂積が「ハ　債ノ字当レルコト（債ノ字ハ負財ニモ促責ニモ
適ス ― ― ― オブリガシオンノ沿革ニ当リ、フォーデルング）」と記していた、その「オブリガ
シオンノ沿革」については、本稿では十分な跡付はできなかった。残された課題としたい。
後　　註
　明治民法典における各種用語の採用については、近時のものとして、西村隆誉志「明治民法
典審議と岡松參太郎『註釋民法理由』― ― 債権と人権、契約と合意、組合と会社、民法の用語
と商法とのすみ分け論議 ― ―」『愛媛法学会雑誌』第39巻第３・４合併号11頁以下、西村隆誉
志「日本民法典・商法典の編纂過程における用語の確定 ― ― ― ― 日本民法典資料中の「不法
行為」」『愛媛法学会雑誌』2013,39,１・２、1-23頁、が目についた。
　また、本稿が依拠した資料については、全体として佐野智也「明治期の民法の立法沿革に関
する研究資料の再構築」『名古屋大学法政論集』v.251,2013,p.456-432、を参照しており、その研
究に触発された。
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